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１．COVID-19と「新しい資本主義」

　2020年２月から深刻となったコロナ禍は、こ

れまでの環境破壊・気候変動問題に加えて社会的

不平等をさらに先鋭化させた。コロナ禍の世界で

は、企業の目的をめぐる社会規範が大きく変化し、

ステークホルダーを重視する見方がその影響力を

強めることとなった。かつて株主価値の最大化を

企業の目的とする米国型モデルに収斂すると展望

されていた世界は、むしろステークホルダー・モ

デルへの傾斜を強めている。

　他方、日本では、安倍内閣の下で企業統治改革

が進展する中、COVID-19のインパクトを受けた。

アベノミクスは、株主主権の強化を通してイノベ

ーションの促進と経済のダイナミクスの回復を目

的としていた。しかし、それが道半ばの中で株主

第一主義が厳しい挑戦にさらされることになっ

た。2021年10月に発足した岸田内閣も「新しい

　今後のわが国の企業統治改革の方向は、単純に米国型に接近することでも、伝統的な日本型モデルを復活させ
ることでもなく、両者を結合したハイブリッドなモデル、日本型モデル 2.0のデザインにある。本稿では、こう
した観点から、そのデザインを企業の目的（存在意義）の再定義、新たな環境下での取締役会（社外取締役）の
役割、それに適合した所有構造に焦点を絞って検討する。
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